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特集 1      平成 29 年７月九州北部豪雨の被害と対応

１. 災害の概要

（１）気象の状況

 平成 29年６月 30日から７月４日にかけて、梅雨

前線が北陸地方や東北地方に停滞し、その後ゆっく

り南下して、７月５日から 10 日にかけては朝鮮半

島付近から西日本に停滞した。 

 また、７月２日９時に沖縄の南で発生した台風第

３号は、東シナ海を北上し、７月４日８時頃に長崎

市に上陸した後、東に進み、翌５日９時に日本の東

で温帯低気圧に変わった。 

梅雨前線や台風第３号の影響により、西日本から

東日本にかけて局地的に猛烈な雨が降り、大雨とな

った。特に、７月５日から６日にかけては、対馬海

峡付近に停滞した梅雨前線に向かって暖かく非常に

湿った空気が流れ込んだ影響により、線状降水帯が

形成・維持され、同じ場所に猛烈な雨を継続して降

らせたことから、西日本で記録的な大雨となった。

島根県浜田市、福岡県朝倉市、大分県日田市などで

は、最大 24 時間降水量が統計開始以来１位の値を

更新する記録的な大雨となった。気象庁は、この大

雨について、島根県、福岡県及び大分県に、それぞ

れ７月５日５時 55分、17時 51分及び 19時 55分に

特別警報を発表し、最大限の警戒を呼び掛けた。 

特集 1-1図 ７月５日０時から７月６日 24時までの九州北部地方の期間降水量分布図 

（備考） 気象庁提供



特集１ 平成 29 年 7 月九州北部豪雨の被害と対応 

2 

 この大雨の影響で、特に福岡県朝倉市、同県東峰

村及び大分県日田市など九州北部を中心に、河川の

氾濫、浸水害、土砂災害等が発生し、甚大な人的、

物的被害が発生した。 

 気象庁は、７月５日から６日に九州北部地方で発

生した豪雨について、｢平成29年７月九州北部豪雨｣

と命名した。 

 

（２）被害の状況 

 「平成29年７月九州北部豪雨」では、猛烈な雨の

影響で、山間部の中小河川が増水、氾濫し、土砂崩

れ等が発生した。これにより、福岡県及び大分県で

死者37人、行方不明者４人（平成29年11月２日現在）

の人的被害が発生し、住家等にも多大な被害がもた

らされた。 

 河川の氾濫、土砂災害等により、特に甚大な被害

が発生した朝倉市、東峰村及び日田市では、道路崩

壊、鉄道橋流失、土砂流入、冠水等により交通が寸

断され、多数の集落が孤立状態となった。さらに、

一部地域においては、NTT回線及び携帯電話が不通と

なり、大勢の住民の安否が確認できない状態が発生

した。 

 また、山腹崩壊及び土石流の発生に伴い大量の流

木が下流に流れ、通行障害の一因となったほか、土

砂とともに住家に流入するなどして多大な被害をも

たらした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

朝倉市 流失した橋 

 

 その他、電気、ガス、水道等のライフラインも寸

断され、住民生活に大きな支障が生じた。 

なお、平成29年７月九州北部豪雨を含む６月30日

からの梅雨前線に伴う大雨及び台風第３号による各

地の被害状況について、特集1-1表にとりまとめた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

朝倉市松末地区の被害状況 

（兵庫県消防防災航空隊提供） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

日田市 土砂、流木等の流入により全壊した住宅 

 

２．政府・消防庁・消防機関等の活動 

（１）政府の活動 

内閣官房は、情報の集約、内閣総理大臣等への報

告、関係省庁との連絡調整を集中的に行うため、７

月３日16時46分に総理大臣官邸に情報連絡室を設置

した。７月５日17時51分に福岡県に大雨特別警報が

発表され、予想されるその後の気象状況により、甚

大な被害が発生するおそれがあったことから、18時

46分に情報連絡室を官邸連絡室に改組した。18時56

分には、総理大臣から、①早急に被害状況を把握す

ること、②地方公共団体とも緊密に連携し、人命を

第一に、政府一体となって、被災者の救命・救助等

の災害応急対策に全力で取り組むとともに、住民の

避難支援等の被害の拡大防止の措置を徹底すること、

③国民に対し、避難や大雨・河川・浸水の状況等に

関する情報提供を適時的確に行うことの指示が発せ
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られた。 

同日19時15分に開催された関係省庁局長級会議

を経て、19時41分には官邸連絡室から官邸対策室へ

の改組が行われた。福岡県及び大分県において、河

川の氾濫、土砂災害等が発生したことを受け、内閣

危機管理監は、関係省庁等の局長級幹部で構成され

る緊急参集チームを招集し、20時08分から緊急参集

チーム協議を実施した。 

７月７日には、内閣府副大臣を団長とする政府調

査団が福岡県へ、７月９日には内閣府特命担当大臣

（防災）を団長とする政府調査団が大分県及び福岡

県へ派遣されたほか、７月７日から28日までの間、

福岡県庁に政府現地連絡調整室が設置され、被災地

方公共団体及び関係省庁が一体となった災害応急対

策が実施された。 

また、７月５日から７月19日までの期間において、

関係省庁災害対策会議が８回開催された。 

 

（２）消防庁の対応 

６月30日からの梅雨前線に伴う大雨に対し、７月

３日に開催された関係省庁災害警戒会議に応急対策

室長が出席した。同日15時08分には、全都道府県に

対して｢梅雨前線及び台風による大雨警戒情報｣を発

出し、警戒を呼びかけるとともに災害が発生した場

合の適切な対応及び被害状況の報告を要請するなど、

情報収集体制の強化を図った。 

７月５日５時55分に島根県に大雨特別警報が発

表されたことを契機として、同時刻、災害対策室を

設置し（第１次応急体制）、情報収集体制のさらなる

強化を図った。同日17時51分には、福岡県にも大雨

特別警報が発表され、同時刻に災害対策室を国民保

護・防災部長を長とする災害対策本部に改組した（第

２次応急体制）。 

被害状況に鑑み、福岡県及び大分県から緊急消防

援助隊の派遣要請があることを想定し、７月５日19

時55分以降、関係府県に対して緊急消防援助隊の出

動可能隊数の報告及び出動準備を順次依頼した。21

時12分に大分県知事から、翌６日０時00分に福岡県

知事から、それぞれ消防応援の要請があり、関係府

県の知事に対して緊急消防援助隊の出動を求めた。 

なお、緊急消防援助隊の活動等の詳細については

（４）ウで記載する。 

 

特集1-1表 平成29年６月30日からの梅雨前線に伴う大雨及び台風第３号の人的・物的被害 
（平成29年11月２日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 消防庁とりまとめ報により作成 

重傷 軽傷

福島県 1

茨城県 7

埼玉県 9 11 2

千葉県 3

新潟県 1 1 2 3 51

富山県 2 15

石川県 1 13

長野県 1

岐阜県 3 1 23

静岡県 2

愛知県 2 4 6

和歌山県 1

島根県 1 1 3 13 51 3

広島県 2 1 4 21

愛媛県 1

福岡県 34 4 7 9 260 829 39 22 570 5 707

佐賀県 1 1 1 71

長崎県 6

熊本県 5 1 4 27 2 14 17

大分県 3 1 5 48 269 5 150 843 83

39 4 9 26 309 1,103 94 202 1,706 5 812

非住家被害（棟）

死者
行　方
不明者

負 傷 者
その他

床上
浸水

床下
浸水

公共
建物

都道府県名

合　計

全壊 半壊
一部
破損

人　的　被　害　（人） 住　家　被　害　（棟）
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また、同日、被災地における情報収集、現地活動

支援等のため、福岡県及び大分県へそれぞれ６人の

消防庁職員を派遣し、福岡県では７月25日まで、大

分県では７月12日まで活動を実施した。７月６日８

時00分には、全庁を挙げての対応が必要となったこ

とから、消防庁長官を長とする災害対策本部へ改組

し（第３次応急体制）、災害応急対策にあたった。17

時00分には、政府調査団の一員として、地域防災室

長を福岡県に派遣した。その後、７月９日には、既

に現地派遣されていた震災対策専門官が大分県にお

ける政府調査団に参加した。 

また、災害応急対応が長期化する中、７月12日に

は、総務大臣及び消防庁長官が、福岡県及び大分県

の被災地を視察し、被災自治体との意見交換を行っ

た。  

 

（３）被災自治体の対応 

 福岡県は、７月５日15時30分に災害対策本部を設

置し、19時00分に自衛隊の災害派遣を要請するとと

もに、７月６日０時00分に緊急消防援助隊の応援を

要請した。 

大分県は、７月５日19時30分に災害対策本部を設

置し、同時刻に自衛隊の災害派遣を要請するととも

に、21時12分に緊急消防援助隊の応援を要請した。 

朝倉市、東峰村及び日田市ほか被害が見込まれた

市町村においては、避難勧告等を順次発令し、住民

に対し避難を呼びかけた。 

また、多数の者が生命又は身体に危害を受け、又

は受けるおそれが生じていることから、福岡県は、

朝倉市、東峰村及び添田町に対して、大分県は、日

田市及び中津市に対して、災害救助法の適用を決定

し、被災者の救助、保護等に当たった。 

 

（４）消防機関の対応 

ア 地元消防機関 

福岡県では、甚大な被害が発生した朝倉市、東峰

村からの119番通報が相次ぎ、近隣の消防本部で共同

運用している筑後地域消防指令センターでは、全て

の通報には対応できない状態が続いた。同地域を管

轄する甘木・朝倉消防本部は総力を挙げた活動を実

施したが、発災当初は、河川の氾濫、土砂災害等に

よる道路の寸断等で災害現場に近づくことができず、

保有する消防車両を効果的に運用できない状況もあ

り、被災住民の救助活動、避難誘導等は困難を極め

た。 

 大分県で、甚大な被害が発生した日田市において

119番通報が多数入電し、管轄する日田玖珠広域消防

組合消防本部は、被災住民の救助活動、避難誘導等

の対応に追われた。 

 

イ 県内応援消防本部 

 大分県においては、緊急消防援助隊が到着するま

での間、県内の消防本部間で締結された協定に基づ

く消防応援が実施され、救助活動等を実施した。 

 福岡県においては、県内の消防本部間で締結され

た協定に基づく消防応援が実施され、救助活動等を

実施した。なお、県内消防応援の活動は、８月４日

まで継続して行われた。 

 

ウ 緊急消防援助隊 

（ア）大分県 

７月５日に消防庁長官から出動の求めを受けた

９県（愛知県、山口県、愛媛県、高知県、福岡県、

佐賀県、長崎県、熊本県及び宮崎県）の緊急消防援

助隊は、中津市及び日田市に向け、迅速に出動した。 

福岡市消防局指揮支援隊は、大分県庁に設置され

た消防応援活動調整本部に部隊長の属する指揮支援

隊として参集し、大分県、大分県内消防本部及び消

防庁派遣職員のほか、警察、自衛隊、海上保安庁、

DMAT、気象庁、国土交通省等の関係機関とも連携し、

被害情報の収集・整理、緊急消防援助隊の活動管理

等を行った。また、二次災害の発生を防止するため、

降雨による活動中止判断の基準を明確にし、指揮支

援隊長を通じて各県大隊長に周知した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防応援活動調整本部（大分県庁） 
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北九州市消防局指揮支援隊は、中津市消防本部に

参集し、警察、自衛隊等の関係機関と連携を図り、

被害状況の情報収集・整理、中津市に派遣された宮

崎県大隊の活動管理等を行った。その後、７月７日

には、中津市における緊急消防援助隊の活動がおお

むね終了したため活動を終了した。 

熊本市消防局指揮支援隊は、日田玖珠広域消防組

合消防本部に参集し、警察、自衛隊等の関係機関と

連携を図り、被害情報の収集・整理、日田市に派遣

された佐賀県大隊及び熊本県大隊の活動管理等を行

った。その後、７月10日には、日田市における緊急

消防援助隊の活動がおおむね終了したため、消防庁

長官からの部隊移動の求めを受け福岡県の甘木・朝

倉消防本部へ出動した。 

陸上隊は、当初、宮崎県大隊が中津市にて、佐賀

県大隊、熊本県大隊及び愛知県大隊が日田市にて、

捜索・救助活動を実施した。その後、７月７日には、

中津市での活動がおおむね終了したため、宮崎県大

隊は日田市に部隊移動した。７月９日には、日田市

での捜索・救助活動の進捗を踏まえ、消防庁長官が

部隊移動を求めたことから、佐賀県大隊及び愛知県

大隊は、大分県から福岡県へ出動した。さらに、熊

本県大隊及び宮崎県大隊も、日田市での捜索・救助

活動がおおむね終了したため、活動を地元消防機関

に引継ぎ、同日、熊本県大隊は、消防庁長官からの

部隊移動の求めを受け福岡県へ出動し、宮崎県大隊

は活動を終了した。 

中津市や日田市においては、河川の氾濫や土砂崩

れにより発生した孤立地域に、水陸両用バギーなど

も活用しながら進入し、安否確認を含め捜索・救助

活動を広範囲に実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水陸両用バギーによる捜索・救助活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全地形対応車による孤立地域への進入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヘリコプターのホイストによる救助 

（山口県消防防災航空隊提供） 

 

さらに、愛知県大隊の全地形対応車が、土砂等が

堆積した道路障害も乗り越え、孤立地域への効率的

な進入を図った。 

航空小隊は、ヘリコプターのホイスト等により、

陸上からの救助が難しい孤立地域における住民の救

助活動を行い、孤立した福祉施設での要救助者16人

を救助するなど、派遣期間中に19人を救助した。ま

た、消防庁ヘリ５号機（高知県消防防災航空隊運航）

のヘリサットシステムを活用し、上空からの効果的

な情報収集活動を実施した。 

これらの懸命な活動の結果、陸上隊及び航空小隊

を合わせて29人を救助した。 

こうした緊急消防援助隊の活動は、７月５日から

７月10日までの６日間にわたり行われ、出動隊の総

数は、９県（愛知県、山口県、愛媛県、高知県、福

岡県、佐賀県、長崎県、熊本県及び宮崎県）延べ528

隊、2,090人となった。また、活動のピークは、７月

７日で、100隊、408人であった。 

（イ）福岡県  

７月６日に消防庁長官から出動の求めを受けた

１府７県（大阪府、兵庫県、奈良県、岡山県、広島
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県、山口県、香川県及び長崎県）の緊急消防援助隊

は、朝倉市及び東峰村に向け、迅速に出動した。 

広島市消防局指揮支援隊は、部隊長の属する指揮

支援隊として福岡県庁に設置された消防応援活動調

整本部に参集し、福岡県、福岡県内消防本部及び消

防庁派遣職員のほか、警察、自衛隊、海上保安庁、

DMAT、気象庁、国土交通省等の関係機関とも連携し、

被害情報の収集・整理、緊急消防援助隊の活動管理

等を行った。また、二次災害の発生を防止するため、

降雨による活動中止判断の基準を明確にし、指揮支

援隊長を通じて各県大隊長に周知した。 

岡山市消防局指揮支援隊は、朝倉市役所に参集し、

被害情報の収集・整理、朝倉市及び東峰村に派遣さ

れた広島県大隊、山口県大隊及び長崎県大隊の活動

管理等を行った。また、７月９日からは、大分県か

ら福岡県に部隊移動した愛知県大隊及び佐賀県大隊

の活動管理を行った。 

熊本市消防局指揮支援隊は、７月10日に日田市か

ら朝倉市に部隊移動し、被害情報の収集・整理、先

に朝倉市に部隊移動していた愛知県大隊及び佐賀県

大隊並びに７月10日に部隊移動した熊本県大隊の活

動管理等を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指揮支援本部（朝倉市役所） 

（熊本市消防局提供） 

 

陸上隊は、当初、広島県大隊、山口県大隊及び長

崎県大隊が、東峰村にて、捜索・救助活動を実施し

た。その後、７月９日には東峰村の捜索・救助活動

がおおむね終了したため、全ての県大隊は朝倉市へ

部隊移動した。また、７月９日には愛知県大隊及び

佐賀県大隊が、７月10日には熊本県大隊が大分県か

ら部隊移動し、朝倉市にて捜索・救助活動を実施し

た。７月25日には、朝倉市での捜索・救助活動がほ

ぼ終了したため、地元消防機関及び県内応援消防本

部に引継ぎ、活動を終了した。 

東峰村においては、内閣府の革新的研究開発推進

プログラム（ImPACT）において研究開発されている

ドローンにより、孤立地域での安否確認作業等を行

った。なお、ドローンで収集した被災地の映像は、

消防庁をはじめ関係機関でも共有し、被害状況の把

握に活用した。 

朝倉市においては、河川の氾濫や土砂崩れにより

大量に堆積したがれきや流木が流れ込んだ家屋など

が多数あり、自衛隊、民間企業等の重機を使用して、

がれきや流木を排除しながら捜索・救助活動を広範

囲に実施した。 

また、消防庁と独立行政法人宇宙航空研究開発機

構（JAXA）との「消防防災における航空機の利用に

関する技術協力の推進に係る取り決め」に基づき、

消防庁がD-NET（災害救援航空機情報共有ネットワー

ク）を活用し、福岡県災害対策本部と行方不明者の

検索場所等の共有を図った。 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

重機を使用した捜索・救助活動 

（熊本市消防局提供） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ－ＮＥＴの活用 

（岡山市消防局提供） 
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河川の一斉捜索の状況 

 

また、筑後川流域や有明海においても、地元消防

機関、警察及び自衛隊と連携し、大規模な一斉捜索

を実施した。 

航空小隊は、上空からの効果的な情報収集活動を

実施するとともに、ヘリコプターのホイスト等によ

り、陸上からの救助が難しい孤立地域における住民

の救助活動を行った。朝倉市では、７月７日に複数

のヘリコプターを機動的に活用し孤立地域から23人

を救助するなど、派遣期間中に24人の救助を行った。

また、陸上隊と航空小隊が連携し、進入困難な孤立

地域や到着に長時間を要することが見込まれた地域

において、ヘリコプターにより隊員を投入し、救助

活動を行った。 

これらの懸命な活動の結果、陸上隊及び航空小隊

を合わせて30人を救助した。 

こうした緊急消防援助隊の活動は、７月６日から

７月25日までの20日間にわたり行われ、出動隊の総

数は、１府11県（愛知県、大阪府、兵庫県、奈良県、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上空からの偵察活動（岡山県消防防災航空隊提供） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

消防団の活動（朝倉市消防団） 

 

岡山県、広島県、山口県、香川県、高知県、佐賀県、

長崎県及び熊本県）延べ2,562隊、9,166人となった。

また、活動のピークは、７月11日で、170隊、627人

であった。 

 

エ 消防団 

被害のあった福岡県内及び大分県内では、各消防

団が、住民の避難誘導や救助活動、安否確認をはじ

め孤立集落の確認や巡回活動など、地域の安心・安

全を守るための幅広い活動を実施した。 

そのような中、日田市においては、巡回活動中の

消防団員１人が崩土に巻き込まれて犠牲となった。  

 消防団の主な活動内容については、次のとおり。 

 ・住民の避難誘導、救助活動、安否確認 

 ・道路、河川や孤立集落の確認、巡回活動 

 ・土砂災害警戒のためのブルーシート張り、がれ

き除去 

 ・警戒活動、土のう積み 

・行方不明者の捜索活動、土砂・流木の撤去、河

川の捜索 

・ポンプ車による排水作業 

・給水活動、孤立地域への食料の運搬 等 

 

３．豪雨災害を踏まえた今後の対応 

消防庁では、内閣府をはじめ関係省庁とともに、

被害の大きかった朝倉市、東峰村、日田市において、
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事前の備えにより適切な住民の避難行動等に繋がっ

た事例等を収集するとともに、今後の風水害対策の

参考とするため、住民の避難行動等に関する現地調

査を行った。この現地調査を踏まえて10月に開催さ

れた「平成29年７月九州北部豪雨災害を踏まえた避

難に関する検討会」において、今後の対応等が取り

まとめられた。消防庁では、これらについて地方公

共団体に対し取組を依頼する通知を発出するととも

に、関係省庁と連携して地域の防災力向上に取り組

んでいく。 

 

（１）現地調査結果 

ア 地域の防災力（自助・共助）の強化 

・朝倉市、東峰村、日田市では、住民の防災意識が

高く、今回の災害では、住民が自ら危険を判断し

たことや、近隣住民からの避難の呼び掛けがあっ

たことなどにより避難行動が取られていた。 

・これは、平成24年九州北部豪雨の経験も踏まえ、

行政と住民が日頃から取り組んできた防災・減災

への取組により、地域の方々の防災への意識が高

く、自ら行動することが出来たためと考えられ、

今回の災害では、甚大な被害が生じているものの、

これらの取組により一定程度、被害の軽減も図ら

れたと考えられる。 

 

イ 情報の提供・収集 

・平成24年九州北部豪雨の経験に基づき水害の危険

性を判断したため、その時大きな被災がなかった

河川（今回被災した山地部の中小河川）の被災は

想定していなかった。 

・水位計等の現地情報を把握する手段が設置されて

いない河川では発災のおそれの把握が難しかっ

た。 

・流域雨量指数の予測値（洪水警報の危険度分布）

が十分認知されておらず、災害対応へ生かされて

いなかった面もあった。 

・河川管理者や気象台からのホットラインによる直

接的な助言が有効だった。 

 

ウ 避難勧告等の発令・伝達 

・中小河川の一部について洪水の避難勧告等の発令

基準が未策定又は定量的な基準ではなかった。 

・避難勧告等を発令したタイミングでは、一部の河

川の氾濫が発生しており、避難行動が困難であっ

たおそれがあった。 

・土砂崩れや落雷・停電に伴う通信障害等により不

通となる伝達手段があり、これらの伝達手段によ

る情報の伝達ができなかった時間帯・エリアもあ

ったが、複数の伝達手段を整備していたことから

避難勧告等の伝達手段を確保できていた。 

・防災行政無線（屋外拡声子局）は、豪雨の中では

十分な伝達を期待できないおそれがあった。また、

ショッピングセンターや旅館等の自宅以外の滞

在者に対しては、防災行政無線（屋外拡声子局）

や、緊急速報メールの手段によらざるを得ない状

況だった。 

 

エ 防災体制 

・災害対策マニュアルや地域防災計画に基づき、災

害発生の切迫度に応じ、段階的に拡充する体制が

整備されていた。 

・避難勧告等の発令の訓練を経験したことにより、

ちゅうちょなく発令できたとの意見があった。 

・元防災担当職員が機動的に災害対応に従事してい

る事例がみられ、災害対応に効果的だった。 

・災害時の役割分担が一部で明確ではなく、膨大な

電話対応に追われ、大量の情報を俯瞰しながら確

認し、必要な情報を見極めることが難しい場面も

あったなど、災害対応に混乱がみられた事例もあ

った。 

・庁舎内に災害対応用の事務室や大型モニター等の

設備がなく情報共有に苦慮したなど、災害対応の

設備が十分でなかった事例もあった。 

 

（２）今後の対応 

今回の災害での教訓を踏まえ、避難勧告等に関す

るガイドラインの内容を研修等を通じて周知すると

ともに、以下について取り組んでいく。 

 

ア 地域の防災力（自助・共助）の強化 

・住民が自ら水害・土砂災害から身を守るための手

引書により、自助・共助の取組を促進する。その

際、今回の現地調査を通じて得られた、自助・共

助を強化する各自治体の取組についても参考事

例として記載し、地域の災害の危険性の理解促進

に向けた平時からの取組の重要性についても周

知する。 

・水害・土砂災害時に適切に避難行動がとれるよう、
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地域の実情に応じた防災訓練の実施を促進する。 

 

イ 情報の提供・収集 

・避難勧告等の早期発令に向けた水位情報等の迅速

な把握のための水位計・監視カメラ等の設置を促

進する。 

 

 

ウ 避難勧告等の発令・伝達 

・中小河川における避難勧告等の発令基準の策定を

促進する。 

・情報伝達手段の多重化等を促進する。 

 

エ 防災体制 

・災害対策本部機能等の強化を促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




